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産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 

第１８回産業構造転換分野ワーキンググループ 

議事録 

 

◼ 日時：令和5年7月24日（月）12 時30分～15時30分 

◼ 場所：経済産業省本館17階第1特別会議室＋オンライン（Webex） 

◼ 出席者：白坂座長、大園委員、片田江委員、長島委員、林委員、堀井委員 

（オンライン）内山委員、関根委員、高木委員 

◼ 議題： 

・プロジェクト実施企業の取組状況等（質疑は非公表） 

①日本郵便株式会社 

②国立研究開発法人産業技術総合研究所 

③ヤマト運輸株式会社 

④GO株式会社 

⑤CJPT株式会社 

・総合討議（非公表） 

・決議 

 

◼ 議事録： 

○白坂座長  それでは、定刻になりましたので、ただいまより産業構造審議会グリーン

イノベーションプロジェクト部会産業構造転換分野ワーキンググループの第18回会合を開

会いたします。 

 本日は、対面開催となります。 

 委員の出欠ですが、９名の委員が出席しておりますので、定足数を満たしております。 

 それでは、本日の議事に入る前に、本会議の注意点について事務局から説明をお願いい

たします。 

○笠井室長  事務局でございます。 

 本日は、プロジェクト実施企業の方々にお越しいただきまして、また一部オンラインか

らの御出席をいただきまして、プロジェクトの取組状況に関して御説明をいただきます。

本日は限られた時間での審議のため、冒頭のプロジェクト担当課・ＮＥＤＯからの説明は

実施しないで、実施企業による説明から開始したいと思います。 

 また、実施企業との質疑応答及びその後の総合討議のセッションにつきましては、企業

の機微情報に触れる可能性があることから、「議事の運営について」に基づきまして、座
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長と御相談の上、非公開で進めることとしております。このため、会議は一部YouTubeに

よる同時公開としまして、非公開の部分については議事概要にてポイントを記載し、後日

公開することとしております。また、プロジェクト担当課・ＮＥＤＯからの提出資料を含

めた会議資料一式につきましては経済産業省ホームページに掲載をいたします。 

 以上です。 

○白坂座長  それでは、早速ですが、本日の議事に入ります。 

 議事に先立って、本日の議論の進め方について、事務局から説明をお願いいたします。 

○笠井室長  資料２、３を御覧いただければと思います。特に資料３のほうですけれど

も、これはいつも御覧いただいている資料になります。詳細な説明は割愛させていただけ

ればと思いますけれども、資料の中、２ページ目にありますとおり、事業環境の変化、取

組の進捗状況、社会実装に向けた支援の状況等に関する視点といったことで、これらにつ

きまして主に経営者の方、それから経済産業省及びＮＥＤＯに対しての御質問を頂戴でき

ればと、御意見を頂戴できればというふうに考えてございます。 

 それから、特に３ページ目ですけれども、経営者のコミットメントの確認に関する視点

ということで、これは企業の側から出していただいている資料の中に経営者としてどうい

うふうに取り組むのかといった視点を書き込んでいただいております。これらにつきまし

ても確認のため御質疑いただければというふうに考えてございます。 

 以上になります。 

○白坂座長  ありがとうございます。 

 それでは、日本郵便株式会社の入室をお願いいたします。 

 

   （日本郵便株式会社 入室） 

 

 それでは、事務局から説明がありました資料２、資料３の観点を中心に、各社の取組状

況、事業戦略ビジョンの内容について御説明いただきます。 

 初めに、日本郵便株式会社代表取締役副社長・美並様から、資料６に基づき御説明のほ

うをお願いいたします。 

○日本郵便（美並副社長）  ただいま紹介にあずかりました、日本郵便株式会社の副社

長をしています美並でございます。本日はよろしくお願いします。それでは、座って説明

させていただきます。 
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 改めて、このワーキンググループで説明する機会を与えていただきましてどうもありが

とうございます。本日は、このビジョンにありますように、当社が提案し、採択されまし

たプロジェクト、少し長い名前になりますけれども「運行管理システム及びエネルギーマ

ネジメントシステム構築・研究開発実証を通じた集配車両ＥＶ化等によるカーボンニュー

トラルの実現」というプロジェクトについて、現在の当社における取組状況等を御説明差

し上げたいと思っております。 

 まず、最初は１ページをお願いいたします。本日説明する内容は、このような内容にな

っております。コミットメントへの取組状況、経営を取り巻く状況として、我々の認識、

今やっていること、３つ目が当プロジェクトにおける取組状況・課題、スケジュール等で

ございます。 

 それでは、３ページをお願いいたします。我々の日本郵便を含む日本郵政グループにつ

いて少し説明させていただきたいと思いますが、左の図にありますように、我々はゆうち

ょ銀行あるいはかんぽ生命ともに日本郵政株式会社の子会社でございます。日本郵政グル

ープ、日本郵政を中心とするグループにおいては、グループ一体としてサステナビリティ

の推進というものを、現在進行形の中期目標、2021年から2025年にかけての中計にＪＰビ

ジョン2025というもので、これをかなり大きくうたっておりまして、右に「グループ一体

となったサステナビリティ経営の推進」とありますけれども、グループ一体としてこれを

進めているところでございます。 

 その中で、当社、日本郵便株式会社でございますが、まず左の図を見ていただければと

思いますけれども、社長は千田でございます。その下に取締役会、経営会議と、経営の中

枢をつかさどる会議体があるわけですけれども、その下にサステナビリティ委員会という

のを設けまして、サステナビリティ推進部がこのサステナビリティ経営の推進について事

務局として委員会を取り仕切っているということになります。 

 右上にありますように、グループ全体としても「日本郵政グループサステナビリティ連

絡会」というものを設けて、冒頭申し上げましたように一体となってサステナビリティ経

営を推進しているというところでございます。 

 私自身は、このプロジェクトの研究開発実行体制と、左の図の下半分にありますけれど

も、その責任者としてこのプロジェクトの推進に取り組んでいるところでございます。そ

の下に、私の右にいる執行役員として五味君がいます。ただ、その２人でやっているわけ

ではなくて、当然のことながらサステナビリティ経営推進あるいは本プロジェクトにおい
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ても関係する部署がございまして、それぞれの役割分担──右のほうが分かりやすいかと

思いますけれども、郵便・物流の事業企画部あるいは集配企画室、調達、輸送等、組織内

で部を横断的なプロジェクトチームをつくって、サステナビリティ経営と本プロジェクト

における取組を連動させて取り組んでいるところでございます。当然ながら、本プロジェ

クトというのは我々のサステナビリティ経営推進の中での極めて重要な位置付けでござい

まして、先ほど申し上げましたように私が責任者で、助成金交付決定後は特に直接指示を

して取組方針を策定、あるいは社内の実行体制をより強化する、あるいは経営会議なり取

締役会に説明するということをやっているところでございます。もちろん当プロジェクト

は各部の役員も全部プロジェクトチームに参加しておりますので、まさに会社全体として

取り組んでいると。中でも当社の代表取締役社長の千田は６月22日に着任したところでご

ざいますけれども、本プロジェクトの位置付けを重々認識しておりまして、一緒になって、

社長自ら「自分が先頭に立つ」と言っておりますし、まさに経営層は一体となって円滑に

プロジェクトを推進していくことができる体制ができていると考えているところでござい

ます。 

 次のページをお願いいたします。これは後で申し上げますけれども、我々は毎年グルー

プとしてサスティナビリティレポートを毎年出しておりまして、その2021年版が一番明確

なメッセージですけれども、持ち株会社の社長をしております増田のメッセージでござい

ます。 

 次のページ、５ページでございます。ちょっと画像はぼやけておりますけれども、３子

会社の社長。ただ、これは６月22日以前のものでございますので、１つ前になります。先

ほど申し上げました千田というのはこの時点ではかんぽ生命の社長でございまして、かん

ぽ生命もサステナビリティ経営推進に取り組んでいるわけですけれども、この右にいる千

田が現在は日本郵便の代表取締役社長として、まさにサステナビリティ経営の重要性につ

いて我々に発信をしているというところでございます。 

 ちなみに、右はＪＰビジョン2025の抜粋でございますが、これはまた後で詳しく御説明

させていただきたいと思います。 

 次の６ページをお願いします。経営戦略における事業の位置付けということで、今申し

上げました左はＪＰビジョン2025におけるカーボンニュートラルの位置付け──ここもち

ょっと見にくいですけれども、後ほどもいろいろ出てまいりますが、2030年度にマイナス

46％の温室効果ガスの削減を目指すということをまさに中計の中でビジョンとして掲げて、
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これに向けて様々な取組、それを加速するための本プロジェクトがあると、そういう位置

付けでございます。我々、ステークホルダーに対する情報発信というのが、我々はこうい

うふうな観点でやっていますと、カーボンニュートラルの推進あるいはサステナビリティ

経営を位置付けるのが大事と思っておりまして、右にありますように各種の情報発信をや

っているところでございます。 

 ７ページは省略しまして、８、９、10と、経営を取り巻く状況について簡単に申し上げ

ます。ここは繰り返しになりますけれども、2030年度末にCO2排出量46％の削減を目指し

ていると。そのための取組としては、集配車両におけるＥＶ車等の導入拡大、これもさら

に前倒しで進めるべく進めているところでございます。 

 10ページをお願いします。セグメント・ターゲットという観点からまとめたものでござ

いますけれども、我々は相当な数の車両を持っております。したがいまして、我々が電動

化対応をすることが日本全体、国内の電気自動車への転換をリードできるものと。右の表

にありますように、Scope３において貢献することも可能と考えているところでございま

す。 

 11ページをお願いします。あと、我々、もう御承知のように郵便局という大きなネット

ワークを日本国内に抱えておりまして、当社のネットワークを通じた提供、カーボンニュ

ートラル化を進めること、それをビジネスモデルとしたいと考えておりまして、集配局に

充電設備を設置すること等によりまして地域のカーボンニュートラル化というものも進め

てまいりたいと考えています。これらを踏まえて、本プロジェクトにおける取組にさらな

る付加価値を見出すのではないかと考えているところでございます。 

 次に、それではちょっと飛ばして13ページをお願いいたします。13ページが今回のプロ

ジェクトでございますけれども、46％、先程来言っているアウトプット目標、これをＫＰ

Ｉに設定しております。研究開発目標としては左上にある２項目でございまして、研究開

発内容を見ていただいたほうがシンプルかと思いますけれども、運行管理システムを構築

すると。それから、エネルギーマネジメントシステムを構築すると。これによりまして、

これらの構築、統合的に開発運用することで最大の効果を上げたいと考えております。目

標達成に向けて研究開発に取り組んでまいりたいということでございます。 

 次の15ページをお願いいたします。14ページを飛ばして15ページ。14ページは結構です。

15ページのほうは、我々、今申し上げました当社単独提案以外に、幹線輸送を対象とした

ＣＪＰＴ株式会社を幹事会社とするコンソーシアムにおける取組にも参画しているところ
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です。先ほどの提案とこの共同提案プロジェクトと、双方の取組を組み合わせることで、

カーボンニュートラルについて輸配送全般にわたってカバーできるのではないかと認識し

ているところでございます。 

 次のページをお願いします。２つのプロジェクトの今後のスケジュールをまとめました。

現在、まだ2023年、右のところにありますけれども、これまで助成金交付決定後、本取組

を推進する上で必要な検討事項の整理を進めてきたところでございます。具体的には、過

去に取り組んできた実証実験の内容を振り返るとともに、今後、各マイルストーンに対し

ての課題などを整理しているところでございます。現在システム構築に向けて要件定義を

行うフェーズに入っておりまして、下の上のプロジェクト①のほうの取組でございますけ

れども、これまでのところ計画どおりに進捗しているという認識でございます。当然今後

困難な状況が発生していくと思いますけれども、いろいろ御助言を伺いながら、冒頭申し

上げましたように経営陣一体となってこの取組の推進に力を入れてまいりたいと思います。

引き続きよろしくお願いいたします。 

 私からの説明としては以上でございます。 

○白坂座長  御説明ありがとうございました。 

 それでは、質疑のほうに入りたいと思います。ライブ中継はここまでとさせていただき、

以降の企業説明部分におきましては後日アップをさせていただきます。説明に用いる資料

につきましては経済産業省のホームページに掲載しておりますので、こちらも御参照くだ

さい。 

 

【日本郵便株式会社の質疑に関しては非公開】 

  

○白坂座長  ありがとうございます。 

 以上で質疑のほうは終了したいと思います。美並様、本日はプロジェクトの取組状況に

関して御説明いただきありがとうございました。引き続き当該プロジェクトに関して積極

的に取り組んでいただきますよう、よろしくお願いいたします。どうもありがとうござい

ました。 

 

   （日本郵便株式会社 退室） 

   （国立研究開発法人産業技術総合研究所 入室） 
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 ちょっと時間が押していますので、次は巻きでお願いいたします。皆様よろしくお願い

します。 

 それでは、続きまして国立研究開発法人産業技術総合研究所副理事長・村山様より、資

料７に基づき、説明のほうをお願いいたします。 

○産業技術総合研究所（村山副理事長）  産総研の村山と申します。よろしくお願いい

たします。 

 まず最初に私のほうから、産総研が組織としまして本事業へどのようにコミットするか

ということについて説明をいたします。 

 産総研は今、第５期の中長期計画期間でありますけれども、「社会課題解決と産業競争

力強化」をミッションとしております。このミッションを果たすため、弊所はイノベーシ

ョン創出機能を大幅に強化をしておるところでありまして、将来は日本全体のイノベーシ

ョン・エコシステムの中核役を果たすことを目指し、決意をしたところであります。 

 本委託事業の主要技術でありますＡＩ、シミュレーション、デジタルアーキテクチャ、

そして地理空間情報技術、高機能暗号などにつきましては、産総研が長年研究開発を実施

しているコア技術ありまして、人工知能研究センター、デジタルアーキテクチャ研究セン

ター、サイバーフィジカルセキュリティ研究センターなどの組織、体制を整備して、所と

して研究開発を強化しているところであります。 

 加えまして、研究成果の社会実装を加速するため、産総研100％出資の株式会社ＡＩＳ

Ｔ Solutionsを本年の４月１日付で設立をしたところであります。スマートモビリティ社

会の構築に向けて取り組むデジタルプラットフォームについては、このＡＩＳＴ Solutio

nsの主要な事業の一つと位置付けておりまして、産総研グループといたしましては社会課

題解決と国内産業の競争力に貢献することをここでコミットさせていただきます。 

 この後、このプロジェクトのリーダーを務めております情報人間工学領域長の田中より

進捗状況を御説明いたします。よろしくお願いいたします。 

○田中領域長  本委託事業の研究開発責任者を務めております田中と申します。よろし

くお願いします。 

 本委託事業では、これから運輸事業者が電気自動車等を導入するに際し、例えば地場輸

送のように一日１回充電が必要という場合にいつどこで充電するのがよいか、それを車１

台ではなく社会全体でシミュレーションにより最適化するという技術の研究開発を進めま

す。本委託事業においては、こちらにございます地図や電力データベースの整備構築、ま
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たデータを安全に収集し、連携利用可能とするデータプラットフォーム、データ収集連携

基盤の研究開発、またその上でのエネルギーマネジメントや運行管理のシミュレーター、

大きくこの３つに取り組んでまいります。 

 例えば、地図・電力データベースにつきましては、シミュレーションに必要な地図ある

いは電力データベースの構築を進めるほか、地図のリアルタイムな更新、そういったもの

に利用される道路変化点検出技術の研究開発に取り組みます。また、データプラットフォ

ームにおいては、ここで運輸事業者から御提供いただくデータは機密性の高いものと理解

しています。そういった機密性の高いものを安全に収集管理しつつ、ただ単に暗号化して

守っているだけでは利活用が進みませんので、例えば匿名化や仮名化などによって機密性

を落としてやって利便性を上げるという形で、セキリュティーの要件と利便性のバランス

が取れるようなデータプラットフォームの研究開発に取り組みます。 

 また、一番上のエネルギーマネジメント・運行管理シミュレータにおいては、運行管理

であるとかエネルギーマネジメント、そういったものを多目的最適化、いろいろなパラメ

ータがあったときにそのパラメータをどういう組合せで最適化できるか、それを運輸事業

者の皆さんが自分たちの事業の方針に応じて選べるような形でシミュレーションの結果を

お示しするというような技術の研究開発に取り組みます。 

 こちらの図が本ＧＩ基金事業全体のたてつけになっておりまして、助成事業者としては

バスやトラックやタクシーなど。そういった運輸事業者の皆様から運行管理に係るデータ、

例えば車両のＣＡＮから収集されるデータを収集し、先ほどお話ししたような運行管理の

最適化シミュレーションを行うというような研究開発を進め、その結果が運輸事業者のエ

ネルギーマネジメントであるとか運行管理にフィードバックできるように、我々の成果が

彼らの事業に活用できるようにという形で成果を還元していく予定です。 

 こちら、産総研内の実施体制になります。私がプロジェクトリーダーをさせていただい

ておりますが、産総研においてはシミュレーション・最適化、データプラットフォーム、

車両情報収集システム、それから地図自動生成・更新という４つの研究チームを設置いた

しまして、各チームがそれぞれの取組を進めているところです。また、右上にございます

アドバイザリボードの先生方、デジタルアーキテクチャやロジスティクス、それから物流、

運輸、それからセキリュティーというところで、本委託事業に関するような深い知見をお

持ちの先生方にアドバイザーとして参加していただいて、我々の取組の中身であるとか、

あるいは社会実装に向けた検討について御助言をいただいているところです。 
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 先ほど村山から説明がございましたが、この委託事業で取り組むセキリュティーである

とかデジタルアーキテクチャであるとかＡＩシミュレーションなどは、産総研の情報・人

間工学領域が長年研究開発を培ってきたコンピタンスのあるところだと思っていますので、

そういった成果をさらに伸ばしつつ、うまくインテグレーションして、実際に運輸事業者

の皆様に使っていただけるような成果を達成していきたいと考えています。 

 これから３枚のスライドで、社会実装に向けた検討についてお話しさせていただきます。 

 もともと社会実装については「ビジネス化検討委員会」を設置して検討するとされてい

るところですけれども、我々が取り組むこのデータプラットフォーム、その上でのシミュ

レーション、社会全体の最適化といったようなものは非常に社会実装が難しいものだと理

解しておりますので、早々に社会実装に向けてどういうことを考えていかなければいけな

いかというところの検討を進めております。具体的には①から③にございますように、ま

ずは2030～2040年、具体的には2040年のスマートモビリティ社会のあるべき姿（将来ビジ

ョン）というのをまず考えております。既に我が国として議論された将来構想をベースに、

2030～2040年に想定される社会の姿と、委託事業の方向性からスマートモビリティ社会の

あるべき姿というのを描きたいと考えています。その将来ビジョンに向けて、この委託事

業でどういった価値を創出していくべきかということをその次のステップで考え、さらに

その実際の成果を社会実装につなげていくためにはどうしたらよいかと。こういう段取り

で、順番で、我々の成果をいかに社会実装していくかということの検討を進めています。 

 今お話しした進め方を図示したものがこちらになりますけれども、まず2040年のスマー

トモビリティ社会といったものを検討するに際し、その2040年にかけて予想される社会環

境の変化であるとか、あるいは既に省庁や自治体が描く社会構想といったものがいろいろ

発出されていますので、そういったものを解析しながら既存の将来構想としてどういうも

のが考えられているのかということを取りまとめ、その中で、既に他省庁の実証事業等で

取り組まれているものもありますので、そういったものを整理しながら、また本委託事業

の研究の方向性・内容というのはどうなのかということを整理した上で、委託事業の将来

ビジョンというものを幾つかまとめています。こういった将来を描いていきたいというこ

とをまとめた上で、それに対して実際に事業化を考えた場合の協調領域と競争領域はどこ

になるのか、協調領域として我々としてどういうことをやっていくべきなのかということ

を考えながら、具体的なユースケースに落とし込むというところまで進めています。 

 こちらは最後のスライドになりますけれども、左側に示したビジョン、例えば「充電イ
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ンフラにおける効率的投資の実現」であるとか、「あらゆる事業者のＧＨＧ排出量の透明

化」、こういったものを目指すべきビジョンとして、そこに関連する、それに対する世界

観みたいなものを考え、それを実現するためにどういった課題に取り組んでいかなければ

ならないのかということをリストアップして、この中でさらに、本委託事業が具体的に誰

に対してどんなサービスというか成果を提供していくのかというユースケースに落とし込

むというところまで現在進んでおります。今後さらに、それを実際に社会実装に取り組ん

でいくにはどうしたらよいかというというようなところの検討を進めてまいりたいと思い

ます。 

 私からの発表は以上です。 

○白坂座長  ありがとうございます。 

 それでは、質疑応答に入りたいと思います。意見のある委員におかれましてはネームプ

レートをお立てください。また、オンラインの委員につきましては発言の旨を挙手等でお

知らせください。 

 

【国立研究開発法人産業技術総合研究所の質疑に関しては非公開】 

 

   （国立研究開発法人産業技術総合研究所 退室） 

   （ヤマト運輸株式会社 入室） 

 

○白坂座長  それでは、続きまして、ヤマト運輸株式会社代表取締役社長・長尾様より、

資料８に基づき、御説明のほうをお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○ヤマト運輸（長尾社長）  ヤマト運輸社長の長尾でございます。平素は当社の事業に

対しての御支援、誠にありがとうございます。まず御礼を申し上げたいと思います。本日

は、2030年１月よりスタートしておりますグリーンイノベーション基金における弊社事業

の状況及び弊社の中長期的なビジョンについて御説明を申し上げたいと思います。よろし

くお願い申し上げます。 

 それでは、資料１ページ目から説明をさせていただきます。まずは、弊社事業の概要に

ついて御説明を申し上げます。弊社の事業名は「グリーンデリバリーの実現に向けたＥＶ

の導入・運用に係る開発・実証」となります。当社は、カーボンニュートラルの実現に向

け、ＥＶ、再エネの導入・活用を推進しますが、同時に運送事業者としてのオペレーショ
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ンを成立させるため、カートリッジ式バッテリー及びバッテリー輸送を通じたエネルギー

マネジメントの構築を目指します。また、将来的にはバッテリー輸送の地域インフラ化や

災害用電源としての活用、運輸業界におけるバッテリーの共有化などの社会実装を目指し

てまいります。実証エリアは、群馬県全域となります。CO2削減目標は、2020年度と比較

をいたしまして、2026年度車両由来CO2を5,000トン削減、2030年度車両由来CO2を7,500ト

ン削減としております。事業総額は349億円、うち国費負担額203億円、自己負担額145億

円となります。 

 次のページに移ります。続いて、弊社における中長期環境・社会ビジョン及び目標につ

いて御説明申し上げます。弊社は、中長期の経営グランドデザインである「YAMATO NEXT1

00」において、環境・社会に関するビジョンを定めるとともに、2050年のＧＨＧ排出実質

ゼロを宣言しております。また、中期目標といたしまして、2030年度におけるＧＨＧ排出

量を2020年度比マイナス48％とする目標を掲げており、目標達成に向けた施策としてＥＶ

２万台の導入、再エネ使用料70％、太陽光発電810基の導入、ドライアイス使用量ゼロな

どを推進しております。当社の中長期目標はＥＶなどの設備を導入するだけでは達成困難

であり、同時に運送事業における使い方を意識しなければなりません。しかし、ＥＶや再

エネの最大活用に向けてはオペレーションやインフラの課題が存在をいたします。例えば、

太陽光発電の盛んな日中の時間においては商用車ＥＶは稼働しており、充電ができないと

いった内容であります。 

 このような課題の解決に向けまして、当社はカートリッジ式バッテリーを軸としたエネ

ルギーマネジメントを提案申し上げます。カートリッジ式バッテリーはＥＶからの着脱が

可能な可搬式バッテリーであり、こちらを用いることで商用車ＥＶの導入・運用に係る課

題解決につながると考えております。また、カートリッジ式バッテリーをＥＶだけではな

く建物や地域、運輸業界全体での共用化を図ることで、「バッテリーに電気を貯めて、運

び、使う」世界を実現し、社会的課題の解決につなげていきたいと考えております。 

 このような将来像の実現に向けては、カートリッジ式バッテリーの規格標準化が重要と

なります。カートリッジ式バッテリーの社会実装、ビジネスモデル化に向けましては、標

準化の検討が重要となります。しかし、我々は直接ものづくりを行うメーカーではなくユ

ーザーの立場であるため、独力で標準化に向けて取り組むことは困難であります。メーカ

ー各企業に加えて、各省庁や行政との連携、御支援を頂戴したいと考えております。なお、

標準化に向けた自社の取組、メーカー連携の取組、省庁・行政連携の取組は、グリーンイ
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ノベーション基金の期間中より推進をしてまいります。 

 続きまして、脱炭素に向けた施策の全体像について御説明申し上げます。当社は、自社

のカーボンニュートラルとともに地域社会と脱炭素価値を共有することを目指すべき姿と

しております。そして、最終的には「持続的かつ豊かな社会の実現」に貢献をしたいと考

えております。このような目指すべき姿の実現に向けましては、グリーンイノベーション

基金の推進や全国的な設備導入に加えまして、環境配慮型の財務戦略を通じたステークホ

ルダーの拡大、行政との連携を通じた地域社会への展開が肝要と考えております。 

 環境配慮型財務戦略や行政連携については、既に具体的な取組に着手をしております。

まず、７月６日に当社初となりますグリーンボンドを発行いたしました。発行総額200億

円、発行年数５年となっておりまして、既に多くの投資家からお引合をいただいておりま

す。また、グリーンイノベーション基金の実証エリアである群馬県において、６月28日に

群馬県庁と「カーボンニュートラル実現に向けた共創に関する連携協定」を締結いたしま

した。この連携協定を踏まえて、行政の御理解もいただきながらグリーンイノベーション

基金の事業を推進してまいります。 

 当社のグリーンイノベーション基金事業の推進体制について御説明申し上げます。グリ

ーンイノベーション基金の推進に当たりましては、主担当部署となるグリーンイノベーシ

ョン開発部に加えまして、関連部署といたしましてサステナビリティ推進部、デジタル推

進部が連携をしております。また、標準化戦略の推進に関して、国際規格・標準化を統括

するChief Standardization Officer（ＣＳＯ）及びそのチームを推進体制に加えており

まして、グリーンイノベーション開発部と連携をしながらカートリッジ式バッテリーの標

準化などを進めてまいります。 

 続きまして、経営者としてのコミットメントに係る会議体での決議や対外公表について

御説明申し上げます。 

 まず、グリーンイノベーション基金の予算を含む会社全体の2023年度環境投資額につい

て、３月に取締役会決議を行っております。こちらを原資として、グリーンイノベーショ

ン基金について着実な投資を実施いたします。 

 続いて、対外公表についてでありますが、2022年７月にグリーンイノベーション基金の

採択に係るプレスリリースを行ったほか、カートリッジ式バッテリーの規格化に向けたＣ

ＪＰＴとの共同リリースを行っております。その他、「統合レポート」への掲載や、投資

家向け説明会での言及を行っております。 
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 ＥＶの導入状況及び課題意識について御説明申し上げます。2023年３月末時点において、

実証エリアである群馬県内に50台のＥＶを導入し、宅配オペレーションでの運用を開始い

たしました。こちらは計画どおりの導入数となります。なお、実際のＥＶオペレーション

を通じて実感した課題についてでございますが、ＥＶや充電器などの規格・仕様の不統一

によりユーザーの負担が内燃機関車よりも大きいことが挙げられます。このようなユーザ

ー側の負担は、商用ＥＶの導入遅れを招きかねません。ユーザーの声を反映したメーカー

の製品開発や標準化の推進、ひいてはメーカーとユーザーの連携に向けた省庁の御支援を

いただければと思います。 

 以上で私からの説明を終了させていただきたいと思います。引き続き御支援のほどよろ

しくお願い申し上げます。 

○白坂座長  ありがとうございました。 

 それでは、質疑応答に先立ちまして、長峯政務官から御挨拶をいただければというふう

に思います。プレスのほう、大丈夫ですか。それでは、お願いいたします。 

○長峯政務官  ただいま御紹介いただきました政務官の長峯でございます。本日は、御

多用の中、御参加賜りまして誠にありがとうございます。また、長尾社長様におかれまし

ては、本基金の取組につきまして御説明いただきましたこと、厚く御礼を申し上げたいと

存じます。 

 この基金は、今19のプロジェクトが進んでおります。それぞれのプロジェクトについて

こういった継続的なモニタリングをすることで、途中で柔軟な対応もできるような、結構

中長期にわたるものが多いものですから、そういった柔軟な対応をしていけるような仕組

みになっているところでございます。今回のプロジェクトにつきましても、今日の議論が

有意義なものになって、また次のステップにつながっていくことを御期待を申し上げたい

と存じます。 

 今、我が国のCO2排出量の２割を運輸部門が占めているということで、ここのCO2削減と

いうのは非常に重要な課題でございます。そういう中で、車両価額を低減するとか、ある

いは充電インフラを増やしていく、こういったことも重要なのでございますが、全体の運

行管理の中でエネルギーマネジメントをしっかりやっていくということが非常に重要でご

ざいまして、そのシミュレーションの確立のために今回このプロジェクトを進めさせてい

ただいているところでございます。諸外国では、既に民間企業である自動車会社とか、あ

るいは物流会社などがこのエネルギーマネジメントの最適化に向けては様々な取組を進め
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ているところでございます。そういう中で、我が国におきましてもいち早くこのマネジメ

ントシステムをしっかりつくり上げていくというのは喫緊の課題でございまして、しっか

りと取組を進めていきたいというふうに思っているところでございます。 

 また、商用車の電動化に向けましては官民を挙げた取組が必要でございまして、ファー

ストムーバーとなる企業と政府とが一丸となって取り組んでいきたいというふうに思って

おりますし、また、必要な制度でありますとか、あるいは支援体制、こういったものも今

回のプロジェクトの中で課題を抽出して、しっかりと体制を整えていきたいと思っており

ます。 

 今日は社長さん自ら御説明いただいたわけでございますが、やはりこういうチャレンジ

ングな分野というのは経営陣のコミットメントというのが非常に重要でございまして、そ

んな中で私どももしっかりと皆様方を支援していく体制をつくっていきたいと思っており

ますので、また力強いリーダーシップを発揮していただきますようにお願いを申し上げた

いと存じます。 

 委員の先生方におかれましては闊達な御意見を賜りまして、本プロジェクトが大きく前

進するために御意見をいただきますようにお願いを申し上げたいと存じます。本日はどう

ぞよろしくお願いいたします。 

○白坂座長  長峯政務官、ありがとうございました。 

 政務官は、公務のため御退席されます。ありがとうございました。 

 それでは、質疑のほうに入りたいと思います。御意見のある委員におかれましてはネー

ムプレートを立てていただきますか、あるいはオンラインの委員につきましては挙手をオ

ンラインでしていただけばと思います。 

 

【ヤマト運輸株式会社の質疑に関しては非公開】 

 

   （ヤマト運輸株式会社 退室） 

   （ＧＯ株式会社 入室） 

 

 それでは、続きまして、ＧＯ株式会社代表取締役社長・中島様より、資料９に基づきま

して御説明のほうをお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○ＧＯ（中島社長）  よろしくお願いいたします。ＧＯの中島でございます。本日はど
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うぞよろしくお願いいたします。それでは、早速よろしいですか。 

 では、本日はお忙しいところ、弊社のプロジェクトの進捗状況について発表させていた

だく場を設けていただきまして、誠にありがとうございます。お手元の資料に従いまして

御説明させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 最初に、振り返りの観点で、申請時の戦略ですとか計画、こちらを簡単に御説明させて

いただいて、その後に現時点での進捗状況を簡単に御説明させていただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 では、２ページをめくっていただきまして、右下のページ番号２のページを御覧くださ

い。まずは、本プロジェクトの背景と外部環境の御説明となります。日本全体におけるCO

2の排出量の約２割がタクシー分野を含む運輸部門ということで、そこからの排出になっ

ているというのは釈迦に説法でございますが、その中でも町なかで多くの人の目に映るタ

クシー、このタクシーが目に見えてＥＶ化していくという状況は、実際の排出量の削減効

果にプラスして普及啓蒙効果というのが非常に強く高いというふうに考えております。ま

た、タクシー業界固有の問題といたしまして、ＬＰＧスタンドの減少という問題もござい

ます。そうした課題を抱えているタクシーでございますが、多くの車両はガソリンではな

くて廉価な燃料であるＬＰＧというガスで運行されておりますが、このＬＰＧガスを供給

するスタンドが全国的にどんどん減少しておりまして、地域の各事業者にとっては燃料の

調達が困難になっているという状況にございます。ただ、一般に普及しているガソリン燃

料ではタクシー事業者としての運営がなかなか難しいというところもありまして、業界全

体の課題ということになってきております。こういった状況に鑑みまして、ＥＶ化の急速

な進展とカーボンフリー燃料エネルギーへの転換というものは業界全体としての課題とい

うふうに考えております。 

 次のページ、３ページ目を御覧ください。タクシー業界全体としてＥＶ化の進展が急が

れるところではありますが、一方でタクシーのＥＶ化というところには大きな課題がござ

います。 

 １つ目の課題が、ＥＶの航続距離の短さとなります。タクシー一日の走行距離は一般の

車両の７倍に達すると言われておりますが、また、時には突然「空港に行ってください」

というような形で遠くの施設へ行かなければいけないという、長距離輸送を求められるこ

とが時としてあるというところがありまして、航続距離が短いというところも、これはこ

れで対応できないという課題になってしまうというところになります。 
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 ２つ目の課題が、充電時間の確保になります。タクシーですので、運賃収入はある程度

走行距離に応じて上下するということになりますが、勤務時間中に充電時間を多く取られ

てしまうと運転手さんたちの運賃収入の減少ということになりますので、事業者もしくは

乗務員の方々からＥＶへの抵抗感というものが生まれてしまうということになります。 

 ３つ目の課題が、電力料金の変動です。乗務員に自由に充電を任せますと、電力料金が

高い時間帯に充電してしまうこともありますので、結果として電力コストが高くなってし

まうというおそれがあります。これらを解決するには、タクシーの運行実態に即した充電

計画を作成し、できるだけ廉価な時間帯に充電を行えるように環境を整える必要があると

いうふうに考えております。 

 ５ページ目を御覧ください。タクシーの運行実態に合わせた運行管理と一体的なエネル

ギーマネジメントシステムが必要になってきますが、これにはこのページに記された４つ

の研究開発内容が必要となります。１つ目は、社会に実装する際に重要となる複数エリ

ア・複数事業者の運行業務に関する対応可能な運行計画管理のシステムの構築です。２つ

目が、充電器のコストを最小化するような充電器設置箇所及び走行計画を提案するような

アルゴリズムの構築でございます。３つ目が、電力仕入れコストの最適化を行える給電計

画の生成アルゴリズムの構築です。最後、４つ目が、自動運転時代を見据えて、これらが

自動運転車両で実現できたときに利用エネルギーが削減できるかの検証ということになり

ます。これらについて、本プロジェクトでは実際のＥＶタクシーの大規模な走行データを

用いまして、実際に実装可能なＡＩシステムの技術開発を行ってまいりたいというふうに

考えております。 

 ６ページ目を御覧ください。こちらは本プロジェクト全体のスケジュールとなります。

大きなマイルストーンとしては、2025年度末のステージゲート審査までに小規模実証を重

ねることを想定しております。こちらで構築したシステムについて、得られたデータを用

いてブラッシュアップを行っていきまして、ＡＩシステムの精度を高めていくことを想定

しております。また、2026年度以降に実施予定の大規模実証を実現するために、その準備

も進めてまいりたいというふうに考えております。 

 ここまでが計画の振り返りということでございました。ここからが2022年度中の進捗の

御報告でございます。 

 ８ページ目を御覧ください。2022年度におきましては主に２つのことを行っております。

１つ目は、社会実装に向けた取組です。２つ目は、データ収集基盤と運行・エネルギーマ
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ネジメントのためのアルゴリズムの技術開発を行いました。これは、初年度である2022年

度においては、まずは将来的な社会実装に向けた仲間集めを優先して行うとともに、技術

開発の面では今後の技術開発の主体となるアルゴリズムの開発の基盤となるデータ収集基

盤とそのアルゴリズムの初期版の開発、これに注力するということが今後の技術開発をス

ムーズに進展・発展させるためにも重要というふうに考えたためでございます。 

 次のページでそれぞれの詳細を御説明してまいります。９ページ目を御覧ください。タ

クシーのＥＶ化を実装するためには、非常に多くのタクシー事業者さんの協力が不可欠と

いうことになっております。そのため、本取組の成果であるタクシー向けエネルギーマネ

ジメントシステムの将来顧客となり得るタクシー事業者さんへの広報と顧客獲得を目的と

して、「タクシー産業ＧＸプロジェクト」というものを発足いたしました。また、大々的

な記者発表イベントもさせていただきまして、テレビですとか新聞等に大きく報道してい

ただくことができました。このプロジェクトにはおよそ100社のタクシー事業者様に御参

画いただきまして、趣旨に御賛同いただいております。また、将来的な顧客獲得につなげ

るため、実際にＥＶを実証実験として導入されている小田原の営業所に、こちらに斉藤国

土交通大臣にお越しいただきました。 

 次に、10ページ目を御覧ください。データ収集のための技術実証用のＥＶ車両の運行が

2022年12月より開始され、データの収集も始まっております。これらは現時点では2025年

度までの小規模実証実験の実施に使われておりまして、日々データの収集を行っておりま

す。また、2026年度以降においては大規模実証実験で実データの収集に使われることにな

ります。いずれにせよ、これらのデータ収集用の車両の導入は2022年度では非常に順調に

進んでおります。 

 11ページ目を御覧ください。2022年度に注力した２つの技術開発項目の進捗状況です。 

 複数エリア・複数事業者に対応可能な運行計画管理のシステムの実装、これについては

2022年度に1.4版のリリースを行っております。これによりまして、定期的に充電器や車

両情報の収集を行ったり勤務形態の登録を行うなど、必要となるデータ等の収集を可能と

する基盤が整っております。今後、これらのデータ収集基盤に基づきましてデータの収集

を行い、アルゴリズムの技術開発を進めてまいりたいというふうに思っております。これ

らのシステムについては当初計画どおりに進んでおりまして、進捗度としては非常に順調

に進んでいると考えております。今後も計画どおりに技術開発を進めてまいりたいと考え

ております。 
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 充電器コストを最小化するような走行計画を提案するアルゴリズムの実装については、

100事業者規模での計画アルゴリズムの1.4版の稼働を行いました。混雑していない充電器

において適切な計画を生成されることを確認しておりますし、車両別と時間帯別の走行距

離等を推定して重点計画に反映させることも実現しております。これらのシステムについ

ては計画どおりにシステムの開発が進んでいるものの、本格的な評価についてはこれから

ということになりますので、進捗度は「○」としております。 

 12ページ目、御覧ください。現時点での研究開発対象のシステムの概要となります。左

側の充電計画最適化エンジンの今後の精度向上のために、各種データの収集システムがご

ざいます。車両関連のデータについては車両から直接データを得たり、充電器関連のデー

タについては充電器及びスマートメーターからデータの収集を行っております。初期バー

ジョンは完成してリリースしておりますが、今後は事業者様や各種収集を行ったデータか

らのフィードバックを得ながら技術開発の進展をしてまいりたいと考えております。 

 おかげさまで2022年度の技術開発につきましては順調に進むことができました。様々な

御指導、御鞭撻、大変ありがとうございます。今年度以降も計画どおりに進捗できるよう

に全力を挙げてプロジェクト進捗させてまいりたいと思っておりますので、引き続き御指

導、御鞭撻をよろしくお願いいたします。 

 以上が2022年度の本プロジェクトの進捗状況の御報告となります。御清聴ありがとうご

ざいました。 

○白坂座長  ありがとうございます。 

 それでは、質疑応答に入りたいと思います。御意見のある委員におかれましてはネーム

プレートをお立てください。また、オンラインの委員につきましては挙手のほうをお願い

いたします。 

 

【ＧＯ株式会社の質疑に関しては非公開】 

 

 それでは、いろいろな意見をいただきましたけれども、以上で質疑応答のほうを終了し

たいと思います。中島様、本日はプロジェクトの取組状況に関しまして御説明いただき、

ありがとうございます。引き続き経営者のリーダーシップの下、取組のほうを推進してい

ただけばと思います。どうもありがとうございました。 
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   （ＧＯ株式会社 退室） 

   （ＣＪＰＴ株式会社 入室） 

 

○笠井室長  この後、ＣＪＰＴさんがオンラインからということです。少々お待ちくだ

さい。 

○白坂座長  ありがとうございます。それでは、続きまして、ＣＪＰＴ株式会社代表取

締役社長・中嶋様より、資料10に基づき説明をお願いいたします。中嶋様、予定の都合で

はオンラインでのリモートでの出席となります。それでは、よろしくお願いします。 

○ＣＪＰＴ（中嶋社長）  それでは、よろしくお願いします。商用電動車普及に向けた

エネルギーマネジメントシステムの構築並びに大規模実証について今回幹事企業を務めま

す、御紹介いただきましたCommercial Japan Partnership Technologies株式会社の中嶋

より説明いたします。以降、社名はＣＪＰＴと省略させていただきます。 

 本日は、こちらの３部の構成で御説明をしたいと思います。 

 まず、私どもの事業戦略並びに事業計画です。カーボンニュートラル実現に向けて、20

30年、商用電動車普及の政府目標が策定されており、我々はその目標を達成しています。

目標値として、まず電動化比率、これはＦＣＥＶ・バッテリーＥＶ代替燃料などを含むも

ので、８トン以下の車両で新車販売の20～30％、また、８トン超の大型車で保有5,000台

が目標になります。さらにＦＣＥＶに関して2は年間の水素消費量８万トンを目指してお

ります。この目標達成を目指しまして、ＣＪＰＴとして商用ＦＣＥＶとＢＥＶ導入を推進

しております。 

 続いてこちらの図ですが、ＦＣＥＶ/ＢＥＶの車両、メンテナンス、燃料価格を2030年

に向け低減していくものをイメージしたものでございます。2030年の普及期にはディーゼ

ル車同等の事業構造を目指していきたいと思っています。そのためには、まず①台数拡大、

②車両やメンテ自体のコスト低減、③さらに燃料コストの低減、④補助金や規制緩和など

の各種施策が必要不可欠となってまいります。今回の実証では、開発するエネルギーマネ

ジメントシステムは、電動車を導入することで発生する物流の新たなダウンタイムを低減

し、台数拡大のために必要な技術であるというふうに考えてございます。 

 こちらは、ＦＣＥＶを例といたしまして、2030年に向けた台数拡大・価額低減の計画を

具体的に示したものであります。経産省様主催のモビリティ水素官民協議会で共有し、実

現に向けて官民一体で取り組んでおります。例えば、既に導入しております小型トラック
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は、2023年度は本実証も含めトータル300台、車両価額4,000万円相当になりますが、2025

年度以降の次期型は年間3,000台、車両価額2,000万円となります。さらに普及期になりま

すと年１万台を目指しておりまして、車両価額も1,000万円を切るレベルになってまいり

ます。ただし、この実現に向けましては水素価格の低減や水素ステーションの整備など、

我々自動車メーカーだけではなく政府の皆様方、インフラ事業者、さらには物流事業者の

皆様と一体となって課題解決に取り組んでいく必要があると考えております。 

 次に、ビジネスモデルについてでございます。我々は商用のＦＣＥＶ/ＢＥＶとエネル

ギーマネジメントシステム、さらには配送計画をセットで提供し、物流事業者様のCO2排

出量低減とダウンタイム並びにコスト低減に貢献、その対価として利用料をいただく事業

構造を想定しております。また、交通流ビッグデータ等の自動車メーカーならではの強み

を生かし、他社との差別化も図ってまいります。 

 次に、研究開発の計画、進捗並びに課題について御説明いたします。 

 まず、計画でございます。御覧のとおり、ＦＣＥＶ、ＢＥＶ、小型トラックを皮切りに、

ＢＥＶの軽商用バン、大型ＦＣＥＶトラック等、幹線からラストワンマイルまで混合利用

も含めた検証を実施し、2030年の事業化を目指しております。まず、2022年度は、ＦＣＥ

Ｖ/ＢＥＶともにベースとなる高精度な航続可能距離推定モデルを、ＦＣＥＶ固有アイテ

ムとして情報提供システムを開発、また、ＢＥＶ固有として建屋内電力ピークカットロジ

ックを開発する計画でございます。また、2023年度は約100台のＦＣＥＶ/ＢＥＶ導入を計

画しており、この車両台数増加に合わせてＦＣＥＶは配送計画と連携した充填、また充電

タイミングの最適化の実証を、ＢＥＶについては建屋内電力のピークカット、経路充電の

システムを開発する予定でございます。 

 こちらは進捗と課題の全体を示したものであります。エネルギーマネジメント技術開発

と電動車導入は計画どおり進めておりますが、インフラ整備には様々な課題が見えてまい

りました。 

 まず、上から２つ目の電動車導入の進捗ですが、ＦＣＥＶは2023年２月から小型トラッ

クを計19台、ＢＥＶは2023年６月に１トン小型トラックを２台導入し、実オペレーション

での運用を開始しております。また、東京・福島ともに、自治体、関係する事業者ととも

に出発式を実施し、ニュースリリースも発信いたしました。エネルギーマネジメント技術

開発とインフラ整備については次ページ以降で詳細を御説明いたします。 

 まず、エネルギーマネジメントシステムです。こちらはＦＣＥＶの事例ですが、先ほど
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御説明したように、2022年度はベースとなる高精度な航続可能距離推定モデルと水素ステ

ーションの空き状況と混雑予測システムを開発いたしました。航続可能距離やステーショ

ンの情報をリアルタイムで提供することで、ドライバーが渋滞を回避しながら、どのタイ

ミングでどの水素ステーションで充填すればよいかを計画することができます。これをベ

ースに、2023年度以降、配送計画と連携し、交通量ビッグデータを用いることで最適な水

素充填タイミングと配送ルートをリアルタイムに計画、ドライバーに提案するシステムの

開発を進めてまいります。 

 次に、水素ステーションです。ＣＪＰＴが中心となってインフラ事業者と検討し、一定

の地域に需要を集めることで、福島の本宮、東京の平和島、新砂、計３基の水素ステーシ

ョン新設の合意に至りましたが、一方で課題も見えてまいりました。こちらの表にありま

すように、東京・八王子では、インフラ事業者、東京都、不動産業者、我々ＯＥＭであら

ゆる手段を検討いたしますも、ステーションに適した土地が見つかっていない、また現状

目途がついていない状況でございます。国、自治体の皆様に、例えば土地の情報提供や土

地購入の補助制度の検討などをサポートいただけないかというふうに考えております。ま

た、幹線の大型トラック向けステーションでは、物流事業者の運行計画をヒアリング検討

しながら需要をまとめることで、大阪、愛知、静岡のステーション整備が必要な地域は見

えてまいりました。これをベースにインフラ事業者と既存ステーションの建設を検討いた

しましたが、現状のステーションスペックでは受入れ可能なものがなく、新設の検討を開

始いたしましたが、実証の50台のみという数字ではステーションの事業性が成り立たず、

新規設定が非常に厳しい状況であると言わざるを得ません。実証車両以外の需要を集約す

る充填地域の決定、インフラ事業者の投資促進策の検討についてサポートいただければと

いうふうに考えてございます。 

 続いて、水素価格です。昨今、インフラ事業者によっては水素価格が既に軽油の２倍で

あるキログラム当たり1,100～1,500円に上昇しております。仮にこの価格が全てのＦＣＥ

Ｖに適用されると、物流事業者の皆様の負担が実証期間の合計で23.5億円を超えることに

なります。一部の事業者様からは、キログラム1,500円だとＦＣトラックの導入は困難、

実証の参画意義を社内トップから問われる、将来の水素社会の成立性に疑問を感じるなど、

正直厳しいお言葉もたくさんいただいており、将来のＦＣＥＶに向けた大きな課題だと考

えてございます。また、2030年政府目標の水素価格はガソリン並みにするということでご

ざいますが、依然物流業者の皆様が通常使われている軽油に比べては高価なため、水素ス
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テーションや水素燃料への補助拡大、水素原価の低減など、国の皆様のサポートをいただ

きたいというふうにこちらも考えてございます。 

 最後に、推進体制でございます。ＣＪＰＴ社長である私をはじめとして、ＣＪＰＴ参画

４社の役員が参加するマネジメントミーティングを隔週で実施しており、経営陣がプロジ

ェクトの進捗と課題をタイムリーに把握、管理しながら進めてございます。 

 私からの説明は以上となります。いよいよ実証が始まり、成果が出てきた一方、我々だ

けでは解決できない課題も見えてまいりました。今後一層、エネ主様、物流事業者様、イ

ンフラ事業者様の困り事に寄り添いながら研究開発に取り組んでまいりたいと思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○白坂座長  ありがとうございます。 

 それでは、質疑応答に入ります。御意見のある委員におかれましてはネームプレートを

お立てください。オンラインの委員につきましてはオンライン上で挙手のほうをお願いい

たします。 

 

【ＣＪＰＴ株式会社の質疑に関しては非公開】 

  

 それでは、時間になりましたので、質疑のほうは以上で終わりたいと思います。中嶋様、

本日はプロジェクトの取組状況に関しまして御説明をいただき、ありがとうございます。

引き続き経営者御自身のリーダーシップの下、取組のほうを推進していただけますよう、

よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

 それでは、続いて総合討議に移りたいと思います。今までの質疑応答を踏まえて、再度

委員を中心に、必要に応じてプロジェクト担当課・ＮＥＤＯ、事務局も参加の上、議論を

させていただきたいと思います。 

 

【総合討議に関しては非公開】 

 

○白坂座長  ありがとうございます。 

 それでは、以上で総合討議のほうを終了させていただきたいと思います。本日、委員の

皆様からいただいた御意見を踏まえて、各実施企業、プロジェクト担当課・ＮＥＤＯは、

おのおのの取組について見直しを図り、革新的技術の社会実装というプロジェクトの目標
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実現に向けて尽力をしていただきたいと思います。 

 なお、本プロジェクトに係るワーキングとしての意見の取りまとめにつきましては私の

ほうに御一任いただいてもよろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。御異議がないようですので、本日の皆様の御意見に基づき、事

務局とも調整の上、ワーキングループとしての意見を取りまとめ、実施企業をはじめとす

る関係者に通知するとともに、経済産業省のホームページにて公表したいと思います。 

 本日は長時間にわたり活発に御議論いただき、ありがとうございました。プロジェクト

担当課及びＮＥＤＯ事務局におかれましては、委員の皆様からいただいた意見を踏まえ、

引き続きプロジェクトの推進のほうをお願いいたします。 

 最後に、事務局より連絡事項をお願いいたします。 

○笠井室長  本日も長時間にわたる御議論をいただきましてありがとうございました。

本日いただきました御意見を踏まえて、プロジェクトに携わる各企業の取組が一層深まる

ように促してまいりたいと思います。 

 また、今後も既に組成されているプロジェクトのモニタリングを進めていく予定でござ

いますし、また先日の電動航空機もそうですけれども、新しい取組についても組成を進め

てまいりたいと、このように考えてございます。詳細につきましては、また別途事務局よ

り御連絡をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○白坂座長  以上で、産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会産業構

造転換分野ワーキンググループの第18回を閉会いたします。 

 どうも皆さん、ありがとうございました。 

 

                                 ――了―― 

 

 

（お問合せ先）  

産業技術環境局 エネルギー・環境イノベーション戦略室 

電 話：03-3501-1733 

ＦＡＸ：03-3501-7697 

 


